
43 協同農業普及事業交付金

【２，４０９（２，４０９）百万円】

対策のポイント
開発技術の迅速な普及・定着や担い手の経営発展のため、高度な技術や知

識を持つ普及指導員が、農業者に直接接して技術・経営支援や農政課題の解
決、担い手ニーズに即した技術開発ニーズの掘り起こし等に取り組みます。

＜背景／課題＞

・我が国の農業・農村は、農業就業者の減少や高齢化、農業所得の減少、農地の荒廃、
集落機能の低下、地球温暖化や災害への対応、東日本大震災からの復興等の課題を抱

えています。

・このような状況の下、農業経営の発展を図るためには、開発された技術の迅速な導入

や経営判断に必要な営農情報の適時適切な共有、さらには気候変動の影響等による災

害や病害虫の増加等に対し、経営者のニーズに応えた技術的な支援を強力に行う必要
があります。

政策目標
効果的・効率的な普及事業の推進を通じた技術支援

＜主な内容＞
農業改良助長法に基づき、都道府県において高度な技術及び知識を有する普及指導員

を設置し、普及指導員が農業者に直接接して農業に関する技術及び経営の指導等を実施

すること等に必要な経費に対し交付金を交付します。

具体的には、普及指導員による地域の担い手の経営発展支援等、技術を核として、農

業者の所得向上と地域農業の生産面・流通面等における革新に総合的に取り組みます。
また、担い手をはじめとした現場ニーズを掘り起こし、農業革新を実現する技術開発に

つなげるとともに、開発された技術の社会実装に取り組みます。

交付率：定額

事業実施主体：都道府県（普及組織）

［お問い合わせ先：生産局技術普及課 （０３－３５０１－３７６９）］

［平成30年度予算の概要］
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普及指導員（普及指導センター）
内外の関係機関と連携の下、農業者に
直接接して技術・経営支援、農政課題
の解決に取り組む
・新技術の実証・展示 ・講習会の開催
・巡回指導、相談対応 ・地域の合意形成
・マニュアルの作成 等

• 農業改良助長法に基づき国と都道府県が協同して、高度な技術・知識を
有する普及指導員を全国に配置。

• 普及指導員は、国が実施する普及指導員資格試験に合格し都道府県知事
に任用された者（都道府県職員）。

• 普及指導員資格試験は、全国的に普及指導員としての一定水準以上の資
質を確保するため、国が統一的に実施。

• 技術指導のヘッドクォーターとして、研究・行政・民間等との連携や先
進的な農業者からの高度な相談等に対応する農業革新支援専門員を普及指
導員の中から選任。

農林水産省 都道府県

試験研究機関・農業大学校

先進的な農業者、農業団体、国立研究開発法人、民間企業 等
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農業革新支援センター
・ 農業者からの高度・専門的な相談対応
・ 農政課題の解決に向けた普及指導活動の企画
・ 普及指導員の資質向上 等 農業革新支援専門員

高度・専門的
な相談対応

普及指導センター 普及指導員

技術・経営支援

技術的相談 指導・活動支援

都道府県

（平成30年度予算概算決定額：２４（２４）億円）
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